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特別養護老人ホーム 白 松 苑 

（介護予防短期入所生活介護） 

運  営  規  程 

 

第１章  事業の目的及び運営の方針 

 

（目 的）  

第１条  社会福祉法人正清会が設置運営する特別養護老人ホーム白松苑（以下「事業所」

という。）が行う介護予防短期入所生活介護事業（以下「事業」という。）の適正な

運営を確保するために、人員、設備及び運営に関する事項を定め、要支援状態にあ

る高齢者等に対し、適正な指定介護予防短期入所生活介護を提供することを目的と

する。 

 

（運営の方針） 

第２条 事業所は、要支援状態にある高齢者等の心身の特性を踏まえて、要支援者等が 

可能な限りその居宅において、その有する能力に応じて、自立した日常生活を営む

ことができるよう、必要な日常生活上の世話、及び機能訓練を行うことにより、利

用者の社会的孤立感の解消、及び心身機能の維持向上並びに利用者の家族の身体的、

精神的負担の軽減を図る。 

  ２ この事業は、要支援状態の軽減、又は悪化の防止に資するよう、認知症の状況等

利用者の心身の状況を踏まえて、日常生活に必要な援助を適切に行われなければな

らない。 

  ３ この事業を行うに当たっては、相当期間以上にわたり継続して入所する利用者に 

   ついては、指定介護予防短期入所生活介護計画を作成し、提供するサービス及び機

能訓練等の目標を設定し、計画的に行うこととする。 

  ４ この事業の実施に当たっては、地域との結びつきを重視し、市町村、居宅介護支

援事業者、他の居宅サービス事業者、その他の保健・医療サービス及び福祉サービ

スを提供する者との連携に努めるものとする。 

 

第２章  事業所の名称及び所在地 

 

（事業所の名称） 

第３条  事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

  一 名 称 特別養護老人ホーム 白 松 苑 
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  二 所在地 山口市 阿知須 4167番地１ 

 

第３章  職員の職種、員数及び職務の内容 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第４条 事業所に勤務する職員の職種、員数及び職務の内容は、次のとおりとする。 

  一 管理者      １人      事業の管理運営等に関すること。 

  二 医 師      １人      利用者の健康管理に関すること。 

  三 生活相談員    ３人      利用者の生活相談業務に関すること。 

  四 看護職員      ７人      利用者の看護、保健衛生等に関すること。 

  五 介護職員    ６７人      利用者の日常生活上の介護に関すること。 

  六 管理栄養士    １人      給食の栄養管理に関すること。 

  七 栄養士      １人      給食の栄養管理に関すること。 

  八 機能訓練指導員   １人      利用者の機能訓練に関すること。 

  九 調理員     １１人      給食の調理に関すること。 

  十 介護支援専門員  ４人      介護予防短期入所生活介護計画の作成。 

 

第４章  利用者の定員 

 

（指定介護予防短期入所生活介護の利用定員） 

第５条 指定介護予防短期入所生活介護の利用定員は２０人を上限とする。 

ただし、介護給付サービスの利用定員含む。 

 

 

 

 

第５章 利用者に対するサービスの内容及び利用料、その他の費用の額 

 

(指定介護予防短期入所生活介護の内容) 

第６条 指定介護予防短期入所生活介護の内容は、次のとおりとする。 

  一 生活指導（相談援助等） 

  二 機能訓練（日常動作訓練等） 

  三 介護（移動や排泄の介助、見守り等） 

  四 相当期間以上にわたり継続して入所する利用者に対する指定介護予防短期入所生

活介護計画の作成 

五 給食 

ユニット 定員 

れんげ １０名 

ききょう １０名 
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六 健康チェック 

七 入退所時の送迎 

八 入浴及び清拭 

 

（指定介護予防短期入所生活介護の利用料その他の費用の額） 

第７条 指定介護予防短期入所生活介護を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が

定める基準によるものとし、当該指定介護予防短期入所生活介護が法定代理受領サ

ービスであるときは、介護保険法による介護報酬の告示上の額とする。 

 ２  法定代理受領サービスに該当する指定介護予防短期入所生活介護を提供した場合

には、その利用者から利用料の一部として、指定介護予防短期入所生活介護に係る

介護予防サービス費用基準額から事業所に支払われる介護予防短期入所生活介護費

の額を控除して得た額の支払いを受けるものとする。 

 ３  法定代理受領サービスに該当しない指定介護予防短期入所生活介護を提供した場

合には、利用者から支払いを受ける利用料の額と、厚生労働大臣が定める基準によ

り算定した額との間に、不合理な差額が生じないようにするものとする。 

 ４  事業所は、第２項及び第３項の利用料のほか、次の各号に掲げる費用の額の支払

いを利用者から受けることができるものとする。 

  一 送迎に要する費用 通常の事業の実施地域以外からの利用者の要請があった場合

は、厚生労働大臣が別に定める場合を除き、次の費用を徴収する。 

＊ 事業所から片道１０km未満                           １，０００円 

＊ 事業所から片道１０km以上 ５km毎に                      ５００円 

  二 理・美容代                           実 費 

  三 指定介護予防短期入所生活介護において提供される便宜のうち、日常生活におい 

て通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と 

認められるもの。 

イ 滞在費                    個室  ２，００６円 

ロ 食事基準額                      １，４４５円 

内訳  朝食 ３９２円  昼食 ５５３円  夕食 ５００円 

 ただし、食費、滞在費に関しては、介護保険負担限度額認定証の交付を受けた者

は、その定める額とする。 

 ５  サービスの提供に当たっては、利用者又はその家族に対し、サ―ビスの内容及び 

費用について説明を行い、利用者の同意を得るものとする。 

 

（通常の送迎の実施地域） 

第 8条 通常の送迎の実施地域は、山口市、宇部市とする。 
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第６章 施設の利用にあたっての留意事項 

 

（サービス利用に当たっての留意事項） 

第９条 サービスの利用日に利用者に対して健康チェックを行い、利用不適当と認めた場

合は、利用を拒否できる。 

 ２ 他の利用者に対し著しい迷惑行為があった場合は、利用を拒否できる。 

 

第７章  緊急時における対応方法 

 

（緊急時における対応方法） 

第１０条 利用者について、緊急事態が発生した場合には、主治医又は協力病院への連絡

を行う等の必要な措置を講ずるとともに、管理者に報告しなければならない。 

   ２   利用者に不測の事故が生じた場合は、主治の医師又は協力医療機関へ連絡し必要

な措置を講ずるとともに近親者及び管理者に報告を行うものとする。管理者は、県 

   及び関係市町村に報告を行うものとする。 

 

第８章  非常災害対策 

 

（非常災害対策） 

第１１条 非常災害に関する具体的計画を立てておくとともに、非常災害に備えるため、 

   避難、救出その他必要な訓練を行うものとする。 

 

第９章 その他の運営についての重要事項 

 

（秘密保持） 

第１２条 職員は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を 

   漏らしてはならないものとする。 

 

（苦情処理） 

第１３条 事業所は、提供した指定介護予防短期入所生活介護に対する利用者からの苦情

に迅速かつ適切に対応するため、相談窓口の設置その他必要な措置を講ずるものと

する。 

 

（損害賠償） 

第１４条 事業所は、提供した指定介護予防短期入所生活介護の提供により賠償すべき事
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故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行ものとする。 

 

（その他運営に関する重要事項） 

第１５条 その他運営に関する重要事項は、主として次の各号に掲げる事項とする。 

 一  事業所の見やすい場所に運営規程の概要、看護・介護職員の人員配置、夜間の勤

務体制、その他重要事項を掲示するものとする。 

 二  指定介護予防短期入所生活介護の提供の開始に際し、利用申込者又はその家族に

対し、運営規程の概要、看護・介護職員の人員配置、夜間の勤務体制、その他重要

事項を記した文章を交付して説明を行い、サービスの内容及び利用期間等について、

利用申込者の同意を得るものとする。 

三  利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的

な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、感染症の予防に関しても

必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

第１０章  雑 則 

 

   この規程に定める事項の他、運営に関する重要事項は、社会福祉法人正清会と事業

所の管理者との協議に基づいて定めるものとする。 

 

附 則 

 この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

 この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

 この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 この規程は、平成２７年８月１日から施行する。 

 この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

 この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

 この規程は、平成２９年８月１日から施行する。 

 この規程は、平成２９年１２月１日から施行する。 

この規程は、平成３０年１０月１日から施行する。 

 この規程は、令和元年１０月１日から施行する。 

この規程は、令和元年１１月１日から施行する。 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

この規程は、令和３年４月１日から施行する 

この規程は、令和 4年４月１日から施行する。 

この規程は、令和５年４月１日から施行する。 


